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諮問庁：法務大臣 

諮問日：平成３０年４月２７日（平成３０年（行個）諮問第８０号） 

答申日：平成３１年２月６日（平成３０年度（行個）答申第１７７号） 

事件名：本人の仮放免期間延長不許可に関する文書の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「特定年月日Ａに許可された開示請求者（審査請求人。以下同じ。）本

人に係る仮放免手続において，東京入国管理局が保有する全ての書類のう

ち，特定年月日Ｂ付け仮放免期間延長不許可に係る全ての書類」に記録さ

れた保有個人情報（以下「本件対象保有個人情報」という。）につき，そ

の一部を不開示とした決定については，審査請求人が開示すべきとする部

分を不開示としたことは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年１２月２５

日付け管東総第４１４９号により東京入国管理局長（以下「東京入国管理

局長」又は「処分庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」

という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）審査請求書 

ア 経緯 

審査請求人は，特定国籍の外国人であり，難民認定申請中の者であ

る。 

審査請求人は，特定年Ｃ特定月Ｄに来日し，特定空港で上陸許可申

請をしたが許可されず，退去命令を受けた。審査請求人は退去命令

に服さなかったことが理由で特定年月日Ｅに退去強制令書の発付を

受け，同令書に基づいて収容された。収容中に難民認定申請をした。 

特定年月日Ａに出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」とい

う。）５４条の仮放免許可を受けて，以降特定市Ａに居住した。 

仮放免許可は，当初は１か月，後に２か月ごとに本件被収容者の期

間延長申請に対する許可がされて継続してきた。仮放免の期間は８

年半に及ぶ。 
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特定年月日Ｂ，仮放免許可の期間延長申請のために東京入国管理局

に出頭した本件被収容者は，期間延長申請をしたが，担当職員から，

仮放免期間延長不許可処分通知書を渡され，東京入国管理局収容場

に収容された。 

仮放免が延長されなかった理由について，審査請求人は何ら説明を

受けていない。 

審査請求人は，同不許可処分に係る全ての書類の開示を請求し，平

成２９年１１月６日受付東個開第１２５７号開示請求として処理さ

れ，一部不開示決定を受けたものである。 

イ 不開示とされた部分は（１），（２）及び（３）の３つに分けられ，

そのうち（２）及び（３）（以下，第２の２において，順に「不開示

部分（２）」及び「不開示部分（３）」という。）は次のとおりであ

る。 

（ア）不開示部分（２） 

保有個人情報には，当局（東京入国管理局を指す。以下同じ。）

職員の意見が記録されており，当該情報を開示することによって，

行政機関における率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に

損なわれるおそれがあり，法１４条６号に該当し，かつ，その結果

として当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから，

同条７号柱書きに該当するため，本情報が記録されている部分を不

開示とした。 

   （イ）不開示部分（３） 

保有個人情報には，仮放免取消手続に係る当局の着眼点や調査内

容及びこれに基づく事実関係やその評価が含まれているほか，国の

機関が行う事務に関する情報である当局システムに係る情報が記録

されており，本情報を開示することによって，当該事務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあることから，法１４条７号柱書きに該

当するため，本情報が記録されている部分を不開示とした。 

便宜上，不開示部分（３）から先に検討する。そして不開示部分

（３）について，以下のウ～キで「仮放免手続に係る当局の着眼

点」，「仮放免手続に係る調査に基づく事実関係と評価」，「仮放

免手続に係る調査内容」，「退去強制手続，難民認定手続に係る当

局の着眼点や調査内容及びこれに基づく事実関係やその評価」，

「国の機関が行う事務に関する情報である当局システムに係る情

報」に分けて，事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれのないこと

を論じ，ク及びケで不開示部分（２）について検討することとする。 
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ウ 不開示部分（３）の「仮放免手続に係る当局の着眼点」を開示す

ることは，「当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」がある

場合（法１４条７号柱書き）に該当するか。 

（ア）「当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」がある場合

（法１４条７号柱書き）の意義 

裁判例では，「当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす 

おそれ」とは，当該事務又は事業の本質的な性格，具体的には， 

当該事務又は事業の目的，その目的達成のための手法等に照らして，

その適正な遂行に支障を及ぼすおそれをいい，「支障」の程度は，

名目的なものでは足りず実質的なものが要求され，「おそれ」の程

度も単なる確率的な可能性ではなく，法的保護に値する蓋然性が必

要とされると解されている（東京地判平成２５年２月７日ウェスト

ロー・ジャパン，横浜地判平成２４年１２月５日裁判所ウェブサイ

ト）。 

また，これらの要件の判断に当たっては，個人情報開示請求をし

た者が当該情報を知る利益と，客観的具体的に想定される当該情報

を開示することにより生じる不利益とを比較考量して判断すべきで

あるとか（東京地判平成２５年２月７日ウェストロー・ジャパン），

「適正な遂行」の解釈に当たって同様の考量を必要とする（横浜地

判平成２４年１２月５日裁判所ウェブサイト），などと判示されて

いる。 

（イ）透明性の要請 

行政過程を開示することは，原則として，事務の適正な遂行に支

障を及ぼすことは考えられない。それどころか，行政の透明性の向

上こそ行政の適正を担保する。 

行政手続法は，申請に対する処分について，行政庁に審査基準を

定めることを義務付け（５条１項），審査基準は許認可等の性質に

照らしできる限り具体的なものとしなければならず（同条２項），

行政上特別の支障がある時を除き，法令により申請の提出先とされ

ている機関の事務所における備付けその他の適当な方法により審査

基準を公にすることを義務付けている（同条３項）。これによって

「行政運営における公正の確保と透明性（行政上の意思決定につい

て，その内容及び過程が国民にとって明らかであることをいう。）

の向上を図る」（１条１項）ものとしている。 

外国人の出入国に関する処分については行政手続法の適用が除外

されているが，それは出入国管理行政の特徴にあわせた手続保障が
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必要であるというだけであって，「行政運営における公正の確保と

透明性（行政上の意思決定について，その内容及び過程が国民にと

って明らかであることをいう。）の向上を図る」要請が出入国管理

行政にもあることに変わりがない。 

仮放免期間延長不許可処分の判断内容及び判断過程が明らかにな

ることは，行政運営の透明性の向上に資するものであって，行政運

営の支障となることではない。 

（ウ）公正の確保の要請 

   また本件では，従来は仮放免期間延長が継続して許可されてきた

のに，今回に限って期間延長が許可されなかったものである。従来

と異なる何らかの事由が認定され考慮されたはずである。仮に何ら

事情が変わらないのに異なる判断がなされるのであれば，許否判断

が恣意的なものとなってしまう。 

   このような恣意的判断を防止するためにも，判断過程が開示され

ることが望ましいのである。 

（エ）審査基準公表義務との比較 

   行政の透明性の向上，公正の確保のための制度として，行政手

続法上，申請に対する処分の審査基準の制定と公表が義務付けら

れている。 

   つまり，他の行政分野では，審査基準を制定して公表すること

まで要求されており，審査基準において当然に「当局の着眼点」

が示される。審査基準を制定し公表することは，行政の透明性の

向上，公正の確保に資するというのが行政手続法の立場である。 

   仮放免手続においても，透明性の向上，公正の確保は当然に要請

される。審査における当局の着眼点を開示することもまた，透明性

の向上，公正の確保に資するものであって，適正な遂行に支障を来

すことなどない。 

（オ）利益考量 

   どのような基準や着眼点に基づいて処分がされたのかが秘匿され

ていては，審査請求人は，処分の適法違法，当不当を判断できず，

争訟を提起することも困難である。 

またこのようなブラックボックスのような行政の在り方では， 

恣意的判断を防止することができず，また事実認定や評価の慎重

さも失われてしまう。 

これに対し，着眼点を開示することによる，法的意義があると

いえるほどの蓋然性のある不利益は何ら示されていない。 
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かえって，何らかの非違行為によって仮放免更新が不許可とさ

れるのであれば，そのことを開示することは，今後の非違行為の

防止につながり，行政目的に合致すると考えられる。 

エ 不開示部分（３）の「仮放免手続に係る調査に基づく事実関係や

その評価」を開示することは，当該事務の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがある場合（法１４条７号柱書き）に該当するか。 

（ア）理由付記に求められる事項との比較 

     ａ 入管法に基づく行政においても，行政の透明性の向上，公正の

確保が求められることは前述のとおりである。 

一般に，行政の透明性の向上，公正の確保のための制度とし

て，処分通知の際の理由付記がある。 

理由付記が求められる事項は，当然に処分名宛人に開示され

るべき事項である。そこで，理由付記が求められる事項と本件

における不開示範囲とを比較してみよう。 

  ｂ 理由付記が求められる事項 

最判平成２３年６月７日（民集６５巻４号２０８１頁）に付

された田原睦夫裁判官の補足意見は，「本件において反対意見

が存することに鑑み，多数意見の論拠等につき以下に私の理解

するところを少しく敷えんするとともに，反対意見をも踏まえ

て多数意見を補足する。」と前置きして，次のように述べる。 

「昭和３０年代後半以降の幾多の判例（略）の積重ねを経て，

今日では，許認可申請に対する拒否処分や不利益処分をなすに

当たり，理由の付記を必要とする旨の判例法理が形成されてい

るといえる。そして，学説は，この判例法理を一般に以下の通

り整理し，多数説はそれを支持している。この法理は，平成５

年に行政手続法が制定された後も基本的には妥当すると解され

ている。 

（ａ）不利益処分に理由付記を要するのは，処分庁の判断の慎重，

合理性を担保して，その恣意を抑制するとともに，処分の理

由を相手方に知らせることにより，相手方の不服申立てに便

宜を与えることにある。その理由の記載を欠く場合には，実

体法上その処分の適法性が肯定されると否とにかかわらず，

当該処分自体が違法となり，原則としてその取消事由となる。 

（ｂ）理由付記の程度は，処分の性質，理由付記を命じた法律の

趣旨・目的に照らして決せられる。 

（ｃ）処分理由は，その記載自体から明らかでなければならず，単



6 
 

なる根拠法規の摘記は，理由付記に当たらない。 

（ｄ）理由付記は，相手方に処分の理由を示すにとどまらず，処

分の公正さを担保するものであるから，相手方がその理由を

推知できるか否かにかかわらず，第三者においてもその記載

自体からその処分理由が明らかとなるものでなければならな

い。」 

ここに示されている判例法理からすれば，出入国に関する

処分のように行政手続法が適用されない処分においても，処

分理由の付記は必要であり，またその記載自体から明らかで

なければならず，単なる根拠法規の摘記であって該当事実を

欠く記載は，理由付記の程度として十分でないと解される。 

  ｃ 「仮放免手続に係る調査内容に基づく事実関係やその評価」

の開示の必要 

「調査内容に基づく事実関係やその評価」は，理由付記に関

する前述の判例理論からすれば，不許可処分通知書の理由付記

欄において記載されてしかるべきことがらである。 

まして，個人情報開示請求において不開示とされる理由はな

い。 

ところが本件では，不許可処分通知書の理由付記において何

ら具体的な記載がない上，個人情報開示請求に対しても，判断

過程における認定事実とその評価について完全に秘匿を貫いて

いる。このようなことは許されない。 

  ｄ 仮放免期間延長を不許可とした理由の開示の必要 

また本件では，従来は仮放免期間延長が継続して許可されて

きたのに，今回に限って期間延長が許可されなかったものであ

る。従来と異なる何らかの事由が認定され考慮されたはずであ

る。仮に何ら事情が変わらないのに異なる判断がなされるので

あれば，許否判断が恣意的なものとなってしまう。 

このように今回に限って不許可とされたことの理由は，他の

行政分野であれば処分通知書の理由付記において示されること

がらであり，まして個人情報開示請求に対して不開示とされる

理由がない。 

（イ）刑事手続との比較 

   同じ身体拘束制度のある刑事手続との比較もみてみよう。 

   刑事処分は，行政手続法の適用除外とされている（３条１項５

号）。しかし刑事手続において適正手続保障が必要とされないわ
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けではない。それどころか，法制史上，適正手続保障の観念は刑

事分野で先に確立したものであり，日本国憲法は３１条以下で人

権としての適正手続保障を規定している。 

刑事手続における身体拘束制度は，勾留状に勾留理由が記載され，

また準抗告をすれば棄却されても決定書においてさらに理由が具体

化される。さらには勾留理由開示請求制度も設けられている。 

保釈制度でも，権利保釈とその例外が法定され，いずれの事由

に当たるかが示される。請求棄却されたときに準抗告をすればさ

らに理由が示される。 

また刑事訴訟において，逮捕手続についても根拠が開示される

のが原則であり，証拠を通じて，どのような捜査がなされたかが

一定知り得ることとなる。 

これらの理由開示が刑事手続の適正な遂行に支障を及ぼすとは

考えられていない。それどころか身体拘束を含む刑事手続の重大

性に鑑み，高度の手続保障が施されている。 

このこととの比較からしても，同じ身体拘束に関する仮放免更

新不許可処分において認定され考慮された事実とその調査が明ら

かになることが事務の適正な遂行に支障を及ぼすという主張には

理由がない。 

（ウ）比較考量 

また前述のとおり，本件では，従来は仮放免期間延長が継続し

て許可されてきたのに，今回に限って期間延長が許可されずに身

体拘束されたものである。 

従来と異なる何らかの事実認定ないし評価がされたはずである

が，その事実認定と評価に誤認や誤評価があれば，審査請求人は

不当ないし違法な処分を受けたことになる。ところがどのような

認定と評価に基づいて処分がされたのかが秘匿されていては，審

査請求人は，処分の適法違法，当不当を判断できず，争訟を提起

することも困難である。 

またこのようなブラックボックスのような行政の在り方では，

恣意的判断を防止することができず，また事実認定や評価の慎重

さも失われてしまう。 

これに対し，事実認定と評価を開示することによる，法的意義が

あるといえるほどの蓋然性のある不利益は何ら示されていない。 

利益考量の観点からしても，不開示は理由がない。    

オ 不開示部分（３）の「仮放免手続に係る調査内容」を開示するこ
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とは，当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある場合（法

１４条７号柱書き）に該当するか。 

（ア）調査内容を開示することは，調査方法の開示をも含むから，将

来の同種調査の実施に影響を与えることも，個別具体的な方法に

よっては，全くないとは言えない。 

しかし，調査方法全般を不開示とする理由はない。前述の裁判

例によれば，当該事務又は事業の本質的な性格，具体的には，当

該事務又は事業の目的，その目的達成のための手法等に照らして，

その適正な遂行に支障を及ぼすおそれが，名目的なものでは足り

ず実質的なものとして，また単なる確率的な可能性ではなく，法

的保護に値する蓋然性が必要とされる。 

個別具体的な調査方法について，このような検討がされた上で

なければ，不開示は正当化されない。 

（イ）他方で，調査内容，調査方法を開示することは，当該調査方法

の信頼性，公正さのチェックを可能にする。このことは審査請求人

にとっての利益であるだけでなく，行政の公正性の確保に資する。 

それゆえ，仮に調査方法にかかわる情報の不開示の必要があって

も，最小限にとどめなければならないのである。 

本件のようにすべての調査内容を不開示とする理由はない。 

カ 不開示部分（３）の「退去強制手続，難民認定手続に係る当局の着

眼点や調査内容及びこれに基づく事実関係やその評価」を開示するこ

とは，「当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」がある場合

（法１４条７号柱書き）に該当するか。 

（ア）そもそも退去強制手続，難民認定手続に係る当局の着眼点や調査

内容及びこれに基づく事実認定やその評価が，仮放免手続のうち

期間延長不許可に関する情報に含まれているか疑問であり，仮に

含まれているとしても，わずかと思われる。 

（イ）また退去強制手続，難民認定手続いずれもがき束行為であり，

当局の着眼点や調査内容及びこれに基づく事実認定やその評価が

開示されることが事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがない。 

行政訴訟においてこれらの手続の調査内容，事実認定やその評

価が明らかにされることもあるが，そのことが事務の適正な遂行

に支障を及ぼすようなことが言われたことがない。 

（ウ）以上のことからすれば，法１４条７号柱書きに該当することは

ない。 

キ 不開示部分（３）の「国の機関が行う事務に関する情報である当
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局システムに係る情報」を開示することは，当該事務の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがある場合（法１４条７号柱書き）に該当するか。 

（ア）そもそも「当局システム」が何を指すのか判然とせず，不開示の

理由となり得ない。 

（イ）仮に個人情報管理のためのシステムを指すと善解しても，本件不

開示処分で不開示となった情報の中に，情報システムへの外部から

の侵入を容易にするような，情報システムそのものに関する情報が

含まれているとは考えられない。 

（ウ）本件不開示処分で不開示とされた情報において，入国管理局の情

報システムにどのような種類，情報源の個人情報が含まれているか

が示されている可能性はある。 

しかし，個人が自分のどのような種類，情報源の個人情報が行政

機関に保有されているかを知り得ることは，まさに法が原則として

保障することがらであり，このことをもって事務の適正な遂行に支

障を及ぼすということは，法の原則に反し，また行政の透明性の原

則にも反して許されない。 

ク 不開示部分（２）の「当局職員の意見」を開示することは，「行

政機関における率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に損

なわれるおそれ」がある場合（法１４条６号） に該当するか。 

（ア）意思決定後であること 

まず，法１４条６号は，審議，協議などを経て国の機関として

の意思決定がなされる仕組みの場合に，審議，協議等における率

直な意見交換又は意思決定の中立性が損なわれ，結果，国の機関

の意思決定がゆがめられることを防止する規定である。よって，

国の機関による意思決定がなされた後においては，原則として適

用がない。 

本件は延長不許可処分が既になされており，他に特段の事情も

ないから，適用はない。 

（イ）審議や協議でないこと 

   法１４条６号は，審議会などにおける審議や，国の機関相互にお

ける協議など，一つの行政庁による意思決定でなく，対等ないしそ

れに近い関係の複数主体による率直な意見交換などが予定されてい

る場合に，その適正を確保する趣旨の規定である。 

本件は単に東京入国管理局長が仮放免の許否にかかわる事由を事

実認定し，それらを考慮の上不許可処分をなしたにすぎず，「当局

職員の意見」は東京入国管理局長の下位職員として事実認定，また
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はこれとその評価について報告をしたにすぎない。何ら複数主体問

の審議や協議ではなく。当局職員は東京入国管理局長と「率直な意

見交換」など行わない。法１４条６号が適用されるような場面では

ないことは明らかである。 

下位職員の上位者に対する報告に法１４条６号が適用されるので

あれば，およそ全ての行政処分において適用が可能となりかねな

い。 

仮に，当局職員に外部の影響が及ばないよう考慮すべき特段の

事情が認められる場合には，当該職員の氏名や地位，職名を不開

示とすればすむことである。 

（ウ）以上のとおり，本件における「当局職員の意見」は法１４条６

号に該当しない。 

（エ）処分庁による判断部分の不開示の理由とならないこと。 

また，仮放免期間延長の許否判断の前提となった調査内容や，処

分庁による事実認定と評価は，「当局職員の意見」ではないから，

これらが記載されている部分が法１４条６号に該当することがあり

得ないことは明らかである。 

ケ 不開示部分（２）の「当局職員の意見」を開示することは，「当該

事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」がある場合（法１４条７

号柱書き）に該当するか。 

（ア）前述のとおり，仮放免に係る行政過程において，透明性の向上

と公正の確保は望ましいことであり，適正な遂行に支障を及ぼす

おそれは認められない。 

（イ）特に，仮に当局職員の意見が上級職員のりん議によって処分庁

の判断となるような場合には，当局職員の意見が不開示とされる

ことは，処分庁の判断内容の不開示に他ならず，許容できない。 

 （２）意見書（添付資料省略） 

ア 処分庁（諮問庁の誤記。以下，第２の２（２）において同じ。）

の理由説明の要旨 

処分庁の理由説明書は，次の理由を述べる。 

（ア）担当職員の氏名及びその意見の不開示について（法１４条２号） 

ａ これを開示すると，職員個人がひぼう中傷又は攻撃の対象とな

るおそれがある。 

ｂ 開示請求者以外の個人に関する情報（法１４条２号）に当たる。 

（イ）当局職員の意見の不開示について（法１４条６号及び７号柱書

き） 
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ａ これを開示すると不利益を受けた外国人又はその関係者等が当

局職員に対してひぼう中傷，嫌がらせなどの行為に及ぶおそれが

生じる。 

ｂ これを開示すると申請者が許否等に係る判断のポイントを承知

し，許可を得るべく体裁を整えて申請に及ぶおそれがあることか

ら，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法又は不当な行

為を容易にするおそれがある。 

（ウ）当局の着眼点，調査内容及びこれに基づく事実関係やその評価，

当局のシステムの情報の不開示（法１４条７号柱書き） 

ａ 当局の着眼点，調査内容及びこれに基づく事実関係やその評

価が開示された場合，当局の具体的な調査手法や着眼点が明ら

かとなり，被仮放免者が当局の調査を受けるに当たって対策を

講じることを可能にするなど当局の事務の適正な遂行に支障を

及ぼす。 

ｂ 外国人出入国情報システムにおいて処理される情報を開示し

た場合，当局の事務の適正な遂行に重大な支障を及ぼす。 

   イ 仮放免の実務運用上の問題 

   （ア）在留が合法的でない外国人であっても，人身の自由が保障される。 

身体拘束の代替措置である仮放免を許可することに支障がない 

限り，仮放免許可をすることが原則でなければならない。 

しかし，法務省入国管理局は，従来，拘束が不必要な場合にも

外国人を収容し，そのことが国内のみならず国際人権機関からも

批判されてきた。 

（イ）東京地判平成１４年１２月２０日（東京地裁平成１０年（ワ）

第３１４７号損害賠償請求事件）は，難民認定申請者に対する収容

令書に基づく収容が，収容の必要性を欠き違憲，違法であるとの主

張について，「収容の必要性を欠くことが明白であるなど特段の事

情のない限り，憲法３４条後段の正当な理由に基づくものというべ

きである」と判示し，収容の必要性を欠くことが明白な場合に収容

をすることは憲法違反となり得ることを示している。 

本件の審査請求人は，従来仮放免許可が何年にもわたって延長さ

れ続け，何ら逃亡の事実も，将来逃亡する可能性を根拠付ける新た

な事情も存在しない。収容したことが違憲である可能性は十分ある。 

（ウ）国際人権条約 

ａ 市民的及び政治的権利に関する国際規約（以下「自由権規約」

という。）は，定期的に締約国政府による，条約履行状況の報告
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書の作成を義務付け，これを，条約機関である自由権規約委員会

が審査し，履行状況を監督する制度をとっている。 

自由権規約書員会は，締約国の条約履行状況監督のために，自

由権規約の解釈についての一般的意見を公表している。 

自由権規約委員会「一般的意見３５号 第９条（身体の自由及

び安全）」のパラグラフ１２．は「「恣意性」の概念は，「法

律違反」と同等に扱うべきではなく，不適切かどうか，不正義

かどうか，予測可能性及び法に基づく適正手続が欠如していな

いかという要素並びに合理性，必要性及び相当性の要素も含め

てより広く解釈されなければならない。」，「裁判によって一

定期間の刑罰が科される場合を除き，あらゆる形態の抑留を継

続する決定は，抑留の継続を正当化する事由についての定期的

な再評価がなされない場合，恣意的である。」と述べ，国内法

上適法であっても，不適切性，不正義，予測可能性及び法（原

文ママ）に基づく適正手続の欠如，合理性，必要性及び相当性

の要素を考慮して「恣意的」とされることを示している。 

さらに同意見のパラグラフ１８．は「入国管理の手続過程に

おける抑留は，それ自体が恣意的とは言えないが，当該抑留は，

諸事情に照らして合理性，必要性及び相当性があるとして正当

性が認められなければならず，期間の延長の際には再評価され

なければならない。」，「彼らの主張の審理中も更に抑留する

ことは，逃亡の個別的蓋然性，他者に対する犯罪の危険又は国

家安全保障に反する行為の危険といった個人特有の特別な理由

がない場合，恣意的になるだろう。」とする。 

このように，逃亡の個別的蓋然性，他者に対する犯罪の危検

又は国家安全保障に反する行為の危険が認められない事案で，

収容をすることは，恣意的抑留に該当し，自由権規約に違反す

る。 

ｂ 自由権規約は，定期的に締約国政府による，条約履行状況の報

告書の作成を義務付け，これを，条約機関である自由権規約委員

会が審査し，履行状況を監督する制度をとっている。 

自由権規約委員会の，日本の第６回定期報告に関する最終見解

（２０１４年８月２０日）のパラグラフ１９．は，日本政府に

対し，「収容決定に係る独立した審査もない中での長期にわた

る行政収容があることを懸念する。」と懸念を表明し，「収容

が，最短の適切な期間であり，行政収容の既存の代替手段が十
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分に検討された場合にのみ行われることを確保し，また移住者

が収容の合法性を決定し得る裁判所に訴訟手続を取れるよう確

保するための措置を執ること」を勧告した。 

（エ）日本政府の方針とその不徹底 

  ａ 日本政府の説明 

日本政府が自由権規約委員会に提出した「市民的及び政治的権

利に関する委員会からの質問事項に対する日本政府回答（仮

訳）」（２０１４年）のパラグラフ２０７．は「退去強制令書

が発付された後に申請を行った者等で収容した場合にも，収容

が長期に及ぶ場合には，仮放免の弾力的な運用を行ってい

る。」と，あたかも仮放免の弾力的運用によって難民認定申精

者の長期収容を回避しているかのような報告をしている。 

  ｂ 通達上の方針 

平成２７年９月１８日付け法務省管警第２６３号法務省入国管

理局長「退去強制令書により収容する者の仮放免措置に係る運

用と動静監視について（通達）」は，次のとおり述べる。 

「近年，退去強制令書が発付されたにもかかわらず種々の理由

を申し立てて送還を忌避し，収容期間が長期化する被収容者が

増加しているところ，かかる状況は，長期収容による被収容者

のストレスの増長及び病気の発症など，長期収容に伴う様々な

問題を発生させるばかりでなく，処遇業務を複雑かつ困難化さ

せています。また，常勤医師や恒常的な非常勤医師の確保が困

難な状況にある中，収容施設における診療に関し，各方面から

様々な意見が寄せられているところです。」，「相当の期間を

経過してもなお，送還の見込みが立たない被収容者については，

人道的な観点からも，同法５４条による仮放免を活用し，もっ

て収容施般における諸問題を解消していく必要があります。」 

「すでに仮放免の活用について指示しているところですが，傷

病者はもとより，・・・難民認定申請中，・・・など送還に支

障のある事情を有するために，送還の見込みが立たない被収容

者については，さらなる仮放免の活用を図る・・・」，「ただ

し，送還の見込みが立たない被収容者であっても，仮放免を許

可することが適当でないと明らかに認められる者について，そ

の仮放免の許否判断を慎重に行う必要があることは従前の通り

です。」 

これによれば，仮放免を許可することが適当でないと明らかに
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認められる者を除き，長期被収容者については仮放免を活用す

ることを指示している。 

  ｃ 通達上の方針が実施されていない実状 

    さらに平成２８年９月２８日法務省管警第２０２号入国管理局

長「非退去強制令書発付者に対する仮放免措置に係る適切な運用

と動静監視強化の徹底に付いて（通達）」は次のとおり述ベる。 

「その後の仮放免制度の運用状況を見ると，当該通達の趣旨を

踏まえた取扱いが適正に行われているとは言い難い部分が見受

けられます。今後，いっそう適正な退去強制業務を遂行するた

めには，仮放免の運用が一つの鍵を握っているところ，改めて

当該通達の趣旨を踏まえ，仮放免の適正化に向け，積極的かつ

厳格な運用に努めるよう指示します。」 

つまり先の平成２７年９月１８日付け通達にもかかわらず仮放

免が活用されていないと警鐘を鳴らしている。 

   ウ 仮放免に関する処分の理由の扱い 

   （ア）仮放免延長不許可処分などの，仮放免に関する処分において，処

分理由が示されないことは，仮放免の運用の適正に対する，外部か

らのチェックを不可能にし，仮放免の運用の適正確保を困難にする。 

従来仮放免が延長されていた者が，延長不許可になるには，何ら

かの新しい事情が主任審査官によって認定され，消極に評価された

と考えられる。その認定が事実誤認であっても，認定事実が開示さ

れないから，外部からチェックされることがない。それどころか，

そもそもあやふやな嫌疑を主任審査官が抱いただけで延長不許可と

してしまった場合にも，外部からチェックされることがない。 

本件では，身体拘束という重大な事態について，いまだに理由が

示されないまま，今日も審査請求人に対する拘束が続いている。 

   （イ）「拷問及び他の残虐な，非人道的な，又は品位を傷つける取扱い

又は，刑罰に関する条約」は，拷問禁止委員会を設置し，定期的に

締約国から報告書を提出させ，同委員会が条約の履行状況を監督す

ることを定めている。 

拷問禁止委員会の，「日本政府報告書に対する第１回審査におけ

る総括所見」のパラグラフ１４．は，「退去強制令書発付処分後に

おける収容の要件に関する情報を公開すべきである。」と勧告して

いる。 

（ウ）また前述のとおり，自由権規約委員会の，日本の第６回定期報告

に関する最終見解（２０１４年８月２０日）のパラグラフ１９．は，
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日本政府に対し，「移住者が収容の合法性を決定し得る裁判所に訴

訟手続を取れるよう確保するための措置を執ること」を勧告した。 

   審査請求書で引用した最判平成２３年６月７日（民集６５巻４号

２０８１頁）に付された田原睦夫裁判官の補足意見は，「不利益処

分に理由付記を要するのは，処分庁の判断の慎重，合理性を担保し

て，その恣意を抑制するとともに，処分の理由を相手方に知らせる

ことにより，相手方の不服申立てに便宜を与えることにある。」と

述べている。 

   仮放免延長不許可についてその理由が示されないのでは，収容の

合法性に対して訴訟を提起することについて大きな困難を生じるこ

とは明らかである。 

（エ）法務省は，仮放免延長不許可処分等の仮放免に関する処分に対す

る取消訴訟が提起された場合ですら，処分理由を明らかにしない。 

   個人情報開示請求が，職務に及ぼす支障を理由に拒否されること

は，訴訟においても民事訴訟法２２０条４号ロに該当するとされて

しまうおそれにつながる。 

   だが，強制失踪からのすべての者の保護に関する国際条約１７条

３項は，締約国に，「自由を剥奪された者に対する１又は２以上の

再審の公的な登録簿又は記録を取りまとめ，及び保管することを確

保する」ことを義務付け，当該登録簿又は記録については，「司法

当局その他の権限のある当局又は機関が，それらの要請により，速

やかに利用することができるようにする」ことを義務付け，かつ当

該登録簿又は記録に少なくとも記録すべき事項の一つとして「自由

の剥奪を命じた当局及び自由の剥奪を命じた理由」を挙げている。 

   情報公開審査会や裁判所に対して身体拘束の理由を開示しないこ

とは，条約に違反する。 

エ 当局職員の意見の開示による，ひぼう中傷，嫌がらせのおそれに

ついて 

（ア）処分庁は，当局職員の意見を開示すると不利益を受けた外国人

又はその関係者等が当局職員に対してひぼう中傷，嫌がらせなどの

行為に及ぶおそれが生じると説明する。 

（イ）裁判例では，「当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすお

それ」とは，当該事務又は事業の本質的な性格，具体的には，当該

事務又は事業の目的，その目的達成のための手法等に照らして，そ

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれをいい，「支障」の程度は，名

目的なものでは足りず実質的なものが要求され，「おそれ」の程度
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も単なる確率的な可能性ではなく，法的保護に値する蓋然性が必要

とされると解されている（東京地判平成２５年２月７日ウェストロ

ー・ジャパン，横浜地判平成２４年１２月５日裁判所ウェブサイ

ト）。 

（ウ）審査請求人は，特定国籍の外国人であり，難民認定申請中の者で

ある。審査請求人は，在留資格を有しておらず，特定年月日Ａに入

管法５４条の仮放免許可（特定年月日Ｆ）を受けて，以後仮放免許

可は，２か月ごとに本件被収容者の期間延長申請に対する許可がさ

れて継続していたものである。 

難民の認定をされてはいないが，特定国における特定民族への抑

圧については国連も公式に発言をしている現状であり（甲１），濫

用的難民認定申請者でないことは明白である。 

難民認定申請者に対して，何の具体的根拠もなく，「ひぼう，中

傷，嫌がらせをするおそれがある」などと認定することは，難民保

護の趣旨に反し，また差別の疑いがある。 

（エ）また審査請求人は，特定人○○と結婚して，同居し，一市民とし

て婚姻生活を続けていたものであり，審査請求人は何ら粗暴性を有

していない。 

   このような者に対して，何の具体的根拠もなく，「ひぼう，中傷，

嫌がらせをするおそれがある」などと認定することは，許されない。 

（オ）また担当職員の氏名が不開示とされることについては，特に本件

審査請求において問題としていない。担当職員の氏名を不開示にす

れば，意見内容を開示しても，特定の職員に対するひぼう中傷，嫌

がらせのおそれは生じ得ない。 

オ 当局職員の意見の開示による，正確な事実の把握を困難にする等の

おそれ，当局職員の着眼点，調査内容及びこれに基づく事実関係やそ

の評価の開示により，被仮放免者が対策を講じることを可能にするな

ど当局の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれについて 

（ア）処分庁は，当局職員の意見を開示すると，申請者が許否等に係る

判断のポイントを承知し，許可を得るべく体裁を整えて申請に及ぶ

おそれがあることから，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は

違法又は不当な行為を容易にするおそれがあると説明する。 

   また当局の着眼点，調査内容及びこれに基づく事実関係やその評

価が開示された場合，当局の具体的な調査手法や着眼点が明らかと

なり，被仮放免者が当局の調査を受けるに当たって対策を講じるこ

とを可能にするなど当局の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ
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があると説明する。 

（イ）着眼点，調査内容，事実関係やその評価の開示について 

     ａ 一般の行政分野における開示範囲との比較 

行政の透明性の向上，公正の碓保のための制度として，行政手

続法上，申請に対する処分の審査基準の制定と公表が義務付け

られている。 

つまり，他の行政分野では，審査基準を制定して公表すること

まで要求されており，審査基準において当然に「当局の着眼

点」が示される。 

また行政手続法８条は，申請に対する不利益処分一般に，処分

通知の際の理由提示を義務付ける。 

審査請求書で引用した最判平成２３年６月７日（民集６５巻４

号２０８１頁）に付された田原睦夫裁判官の補足意見は，「本

件において反対意見が存することに鑑み，多数意見の論拠等に

つき以下に私の理解するところを少しく敷えんするとともに，

反対意見をも踏まえて多数意見を補足する。」と前置きして，

「処分理由は，その記載自体から明らかでなければならず，単

なる根拠法規の摘記は，理由付記に当たらない。」との判例理

論を示す。つまり，一般に単なる根拠法規の摘記であって該当

事実摘記を欠く記載は，理由付記の程度として十分でないと解

される。 

このように，一般の行政分野において，裁量処分であっても，

審査基準が公表され，かつ理由提示において，当該審査基準に

該当する事実が挙げられていなければならないこととされてい

る。このような基準の公表と理由の提示によって，当然，当局

の判断のポイントや具体的な着眼点が明らかとなり，また調査

内容や認定した事実関係が明らかとなる。そのことによって当

局の事務の適正な遂行に支障が及んでいることは，ない。 

それどころか，上記最判に示された判例理論は，理由の提示が

処分庁の判断の慎重，合理性を担保して，その恣意を抑制する

としている。つまり，上記のような情報の開示が事務の適正な

遂行に資するのである。 

     ｂ 仮放免期間延長申請においてのみ，このことが別異に解される

ことはあり得ない。仮放免期間延長申請においても，判断のポ

イント，着眼点，認定事実の開示は，判断の慎重，合理性を担

保し，事務の適正な遂行に資するのである。 
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     ｃ 少なくとも，仮放免期間延長申請においてのみ，この点が別異

に解される必要性について，処分庁は何ら理由を示していない。 

（ウ）透明性，公正性確保の要請との比較考量 

  ａ 裁判例では，「当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれ」の要件の判断に当たっては，個人情報開示請求をした者

が当該情報を知る利益と，客観的具体的に想定される当該情報を

開示することにより生じる不利益とを比較考量して判断すべきで

あるとか（東京地判平成２５年２月７日ウェストロー・ジャパ

ン），「適正な遂行」の解釈に当たって同様の考量を必要とする

（横浜地判平成２４年１２月５日裁判所ウェブサイト），などと

判示されている。 

  ｂ 透明性・公正確保の要請 

行政の透明性の向上と行政の公正の確保は，行政法における基

本原則である。 

外国人の出入国に関する処分については行政手続法の適用が除

外されているが，それは出入国管理行政の特徴にあわせた手続

保障が必要であるというだけであって，「行政運営における公

正の確保と透明性（行政上の意思決定について，その内容及び

過程が国民にとって明らかであることをいう。）の向上を図

る」要請が出入国管理行政にもあることに変わりがない。 

そればかりか，次のように，入管法が退去強制手続について，

他の行政分野以上に，米国の適正手続保障の基準に準拠して適

正手続を保障しているという有力な見解がある。「入管法に定

める退去強制の手続においては，最初に，退去強制事由の一に

該当する容疑がある外国人について，入国警備官の違反調査が

詳細な手続規定に従って行われる。 

次いで，容疑事実に係る退去強制対象者該当性について，入国

審査官の審査，特別審理官の口頭審理及び異議の申出に対する

法務大臣の裁決の三審制により慎重に審理される。このうち，

特別審理官の行う口頭審理においていわゆる聴聞手続が保障さ

れている。このように，退去強制の手続がとられる外国人の権

利が手厚く守られる手続構造となっている。これは，入管法が

米国移民法をモデルとして制定されたことによるものであると

考えられる。一般に，米国法においては個人の権利保障のため

の手続が重視されるが，我が国の退去強制手続においても，外

国人の権利保護の観点から適正な手続を保障する米国移民法の
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考え方が忠実に取り入れられている。 

（坂中英德，齋藤利男「出入国管理及び難民認定法逐条解説

（改訂第四版）」（日本加除出版（株）平成２４年刊）６０７

頁） 

  ｃ 仮放免期間延長不許可処分の透明性と公平性 

仮放免期間延長不許可処分の判断内容及び判断過程が明らかに

なることは，行政運営の透明性の向上，公正の確保に資するも

のであって，行政運営の支障となることではない。 

また，審査請求人は，特定年月日Ｇに入管法５４条の仮放免許

可（特定年月日Ｈ）を受けて，以後特定市Ｂに居住した。 

仮放免許可は，当初は１か月，後に２か月ごとに本件被収容者

の期間延長申請に対する許可がされて継続してきた。期間延長

の回数は３０回となり，５年半，仮放免の状態で，日本で生活

を続けてきた。このように仮放免の期間延長が繰り返されてき

たのだから，何らかの理由がなければ，今回の不許可処分を正

当化することはできない。しかし，仮にその理由となった事実

を認定するに足りる証拠がないのに，事実誤認によって期間延

長を不許可とした場合，違法である。しかし認定された事実関

係が秘匿されていては，審査請求人は，処分の適法違法を判断

できず，争訟を提起することも困難である。 

またこのようなブラックボックスのような行政の在り方では，

恣意的判断を防止することができず，また事実認定や評価の慎重

さも失われてしまう。 

  ｄ このような比較考量からも，本件における不開示は違法である。 

カ 外国人出入国情報システムにおいて処理される情報の開示により事

務の適正な遂行に重大な支障を及ぼすおそれについて 

（ア）処分庁は，外国人出入国情報システムにおいて処理される情報を

開示した場合，当局の事務の適正な遂行に重大な支障を及ぼすと説

明する。 

（イ）しかし，いかなる事情によって事務の適正に重大な支障が生じる

おそれがあるのか，何ら具体的な説明がない。 

このような漠然とした説明では，実質的なおそれは認められない。 

キ 担当職員の氏名について 

本件審査請求では，担当職員の氏名の不開示について特に問題とし

ていない。 

また担当職員の氏名が不開示であれば，職員に対するひぼう中傷，
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嫌がらせ，攻撃など不可能と思われる。 

    証拠方法（省略） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書 

（１）本件経緯 

ア 審査請求人は，処分庁に対し，平成２９年１１月６日（受付同日），

法の規定に基づき，開示を請求する保有個人情報を「請求者の仮放免

に関する書類のうち，特定年月日Ｂ付けの仮放免期間延長不許可処分

についての書類全て」として，保有個人情報開示請求を行った。 

イ 当該開示請求に対し，処分庁は，対象文書を「特定年月日Ａに許可

された開示請求者本人に係る仮放免手続において，東京入国管理局が

保有する全ての書類のうち，特定年月日Ｂ付け仮放免期間延長不許可

に係る全ての書類」と特定した上で，特定した保有個人情報（本件対

象保有個人情報）のうち，法１４条２号（同号イに係る部分を除

く。），６号及び７号柱書きに定める不開示情報に該当する部分を不

開示とし，その余の部分については開示とする旨の原処分をした。 

本件は，この原処分に対し，平成３０年２月９日，諮問庁に対して

審査請求がなされたものである。 

（２）審査請求人の主張の要旨 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書に記載のとおり

であるが，大意以下の点を主張し，原処分を取り消す裁決を求めている。 

ア 「当局職員の意見」は，法１４条６号及び７号柱書きに該当しない

ことから，開示すべきである。 

イ 「仮放免手続に係る当局の着眼点や調査内容及びこれに基づく事実

関係やその評価」は，法１４条７号柱書きに該当しないことから，開

示すべきである。 

ウ 「国の機関が行う事務に関する情報である当局システムに係る情

報」は，法１４条７号柱書きに該当しないことから，開示すべきであ

る。 

（３）諮問庁の考え方 

  ア 仮放免制度について（入管法５４条） 

（ア）仮放免とは，入管法５４条の規定に基づき，被収容者について，

本人若しくは一定の関係人の請求により又は職権で，保証金を納付

させ，かつ必要な条件を付して，一時的に収容を停止し身柄の拘束

を仮に解く措置である。 

なお，その措置に当たっては， 
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     ａ 仮放免請求の理由及びその証拠 

     ｂ 被収容者の性格，資産，素行及び健康状態 

     ｃ 被収容者の家族状況 

     ｄ 被収容者の収容期間 

     ｅ 身元保証人となるべき者の年齢，職業，収入，資産，素行，被

収容者との関係及び引受け熱意 

     ｆ 逃亡し，又は仮放免に付す条件に違反するおそれの有無 

などを被収容者ごとに総合的に考慮・勘案した上で決定されている。 

（イ）また，仮放免の期間とは，入管法５４条２項の定める「その他必

要と認める条件」の一つとして，収容を停止するという効果に期限

を付すものであり，当該期間の満了によって，仮放免の許可は当然

に効力を失う以上，仮放免期間の延長は，上記期間の満了後に，新

たに仮放免の許可を与える行為であると解され，仮放免の許可の判

断に係る上記（ア）の内容は，仮放免期間の延長の許否を判断する

場合についても当てはまる。 

  イ 不開示情報該当性について 

原処分において不開示とした部分の不開示情報該当性は，次のと

おりである。 

（ア）当局職員の氏名及び印影部分その他開示請求者以外の者に係る情

報（法１４条２号該当） 

  （略） 

審査請求人もこの点について不服を申し立てていない。 

（イ）当局職員の意見（法１４条６号及び７号柱書き該当） 

本件対象保有個人情報には，当局職員の意見が記載されていると

ころ，当該情報は当局内部における意思決定に係る情報であり，こ

れが開示された場合，不利益処分を受けた外国人又はその関係者等

がその処分に不満を持ち，当局職員に対して，ひぼう中傷，嫌がら

せなどの行為に及ぶおそれが生じ，そのような行為を職員がおそれ

ることにより，率直な意見交換又は意思決定の中立性が不当に損な

われるおそれがあることから，法１４条６号に該当すると認められ

る。 

また，当該部分が明らかとなれば，申請者が当局の仮放免手続に

おける許否等に係る判断のポイントを承知することとなり，許可を

得るべく体裁を整えて申請に及ぶおそれがあることから，仮放免事

務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは

不当な行為を容易にするおそれがある。 
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以上のことから，当該部分については，法１４条６号に該当し，

その結果として同条７号柱書きに該当すると認められるため，不開

示を維持することが妥当である。 

（ウ）当局の着眼点，調査内容及びこれに基づく事実関係やその評価，

当局のシステムの情報（法１４条７号柱書き該当） 

本件不開示部分には，当局の着眼点，調査内容及びこれに基づく

事実関係やその評価が含まれているところ，これらの情報が開示さ

れた場合，当局の具体的な調査手法や着眼点が明らかとなり，被仮

放免者において当局の調査を受けるに当たって対策を講じることを

可能ならしめるなど，当局の事務の適正な遂行に支障を及ぼす場合

がある。 

また，本件不開示部分には，当局が出入国審査，在留審査，退去

強制，難民認定等の各手続のために使用する外国人出入国情報シス

テムの端末画面を印刷したものが含まれているところ，これはシス

テム内部の情報であり，システムの構成や設計と密接に関連するも

のであることから，これを開示した場合，システムに潜む脆弱性を

含む設計が推認され，同システムへの不法な侵入及び破壊などの攻

撃を誘発し，当局の情報管理に係る安全性が損なわれ，当局の事務

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

したがって，法１４条７号柱書きに該当すると認められることか

ら，不開示を維持することが相当である。 

   （エ）なお，過去の同種事案について，答申書（平成２９年度（行個）

答申第２２５号）の交付がなされているところ，諮問庁の意見は妥

当であると判断されている。 

（４）結論 

以上のとおり，本件審査請求は理由がないことから，原処分を維持

することとし，審査請求を棄却することが相当である。 

２ 補充理由説明書 

本件諮問に関し，諮問庁は，理由説明書において，原処分の妥当性につ

いて説明したところであるが，更に以下のとおり補充して説明する。 

不開示部分ごとの不開示理由について 

別紙一覧表のとおり。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３０年４月２７日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 
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   ③ 同年５月１４日     審議 

   ④ 同年６月５日      審査請求人から意見書及び資料を収受 

   ⑤ 同年１１月１６日    本件対象保有個人情報の見分及び審議 

   ⑥ 同年１２月２７日    諮問庁から補充理由説明書を収受 

   ⑦ 平成３１年２月４日   審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象保有個人情報について 

本件対象保有個人情報は，「特定年月日Ａに許可された開示請求者本人

に係る仮放免手続において，東京入国管理局が保有する全ての書類のうち，

特定年月日Ｂ付け仮放免期間延長不許可に係る全ての書類」に記録された

保有個人情報であるところ，処分庁は，その一部について，法１４条２号，

６号及び７号柱書きに該当するとして不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，上記の不開示部分のうち，法１４条２号に

よる不開示部分を除く不開示部分（以下「本件不開示部分」という。）の

取消しを求めているが，諮問庁は，原処分を妥当としていることから，以

下，本件対象保有個人情報の見分結果を踏まえ，本件不開示部分の不開示

情報該当性について検討する。 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

  本件不開示部分は，原処分における不開示部分のうち，①当局職員の意

見，②当局の着眼点，調査内容及びこれに基づく事実関係やその評価，③

当局の電話番号及び内線番号に係る情報並びに④当局のシステムに係る情

報が記録されているとして不開示（不開示理由は別紙の「法１４条の適用

号」欄のとおり。）とされた部分であるところ，諮問庁は，本件不開示部

分について，別紙の「不開示とする内容の要旨」欄のうち，「当局職員の

意見」の部分が上記①に，「当局の着眼点等」の部分が上記②に，「国の

機関が行う事務に関する情報」の部分が上記③に，「当局システムに係る

情報」の部分が上記④に，それぞれ該当する旨説明するので，順次検討す

る。 

  （１）当局職員の意見（法１４条６号及び７号柱書き該当）について 

   ア 諮問庁の説明 

     上記第３の１（３）イ（イ）のとおり。 

   イ 検討 

標記の不開示部分は，仮放免関係決裁書における当局職員の各意見

欄や書き込みの部分，執行第二部門首席入国警備官が違反審査部門

首席審査官に発出した通報文書（以下「通報文書」という。）及び

電話記録書の記載の一部であるところ，当該不開示部分には，当局
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職員の仮放免期間延長の許否判断に関する評価や，当該仮放免期間

延長の不許可処分前の当局職員間の内部的な意見等が具体的かつ詳

細に記載されていると認められる。 

そうすると，仮放免期間延長の不許可処分に係る事務の性質や当該

不開示部分の記載内容等を併せ考えれば，当該不開示部分が開示され

ると，不利益処分を受けた外国人又はその関係者等がその処分に不満

を持ち，当局職員に対して，ひぼう中傷，嫌がらせなどの行為に及ぶ

おそれが生じることから，当局職員が，かかる事態を恐れることによ

り，率直な意見交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

がある旨の諮問庁の説明は，首肯できる。 

したがって，当該不開示部分は，法１４条６号に該当し，同条７号

柱書きについて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当であ

る。 

（２）当局の着眼点，調査内容及びこれに基づく事実関係やその評価，当局

の電話番号及び内線番号に係る情報並びに当局のシステムの情報（法１

４条７号柱書き該当）について 

  ア 諮問庁の説明 

（ア）当局の着眼点，調査内容及びこれに基づく事実関係やその評価

並びに当局のシステムの情報については，上記第３の１（３）イ

（ウ）のとおりである。 

    （イ）また，当局の電話番号及び内線番号に係る情報の不開示情報該当

性について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，

諮問庁は，当該電話番号及び内線番号は一般に公表しておらず，こ

れらを開示した場合，不特定多数の者に当該電話番号及び内線番号

を知らしめることとなり，特定の意図を持った者から業務の妨害を

目的として嫌がらせの電話がなされるおそれが生じ，通常業務にお

ける必要な連絡に支障を来すなど，当局の事務の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあることから，当該情報は，法１４条７号柱書き

に該当する旨説明する。 

イ 検討 

（ア）標記の不開示部分のうち，当局の着眼点，調査内容及びこれに基

づく事実関係やその評価に該当する部分は，上記（１）イの仮放免

関係決裁書の仮放免許可理由欄や備考欄，起案日現在の状況欄の記

載の一部，通報文書，電話記録書，照会書，回答書，被仮放免者面

接調査票（簡易）及び被仮放免許可者面接記録用紙の記載の一部で

あるところ，当該不開示部分には，審査請求人に対する仮放免期間
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延長の不許可処分において，当局が把握した事実関係に関する情報

等が具体的かつ詳細に記載されていると認められる。 

そうすると，仮放免期間延長の不許可処分に係る事務の性質や当

該不開示部分の記載内容等を併せ考えれば，当該不開示部分が開示

されると，当局の具体的な調査手法や着眼点が明らかとなり，被仮

放免者において当局の調査を受けるに当たって対策を講じることを

可能ならしめる旨の諮問庁の説明は首肯できることから，当局の事

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

したがって，当該不開示部分は，法１４条７号柱書きに該当し，

不開示としたことは妥当である。 

   （イ）標記の不開示部分のうち，当局の電話番号及び内線番号に係る情

報に該当する部分は，照会書と題する書面の２枚目の末尾に記載さ

れた当局の担当官の電話番号及び内線番号を記載した部分であると

認められるところ，これらの情報が一般に公開されているといった

事情は見当たらないことから，諮問庁の上記ア（イ）の説明は不自

然，不合理とはいえず，首肯できる。 

したがって，当該不開示部分は，これが開示されると，当局の事

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められ，法１４条

７号柱書きに該当し，不開示としたことは妥当である。 

（ウ）標記の不開示部分のうち，当局のシステムの情報に該当する部分

は，外国人の出入国に関する情報システムの端末画面の表示をその

まま印刷したものであると認められるところ，当該システムについ

て，当局が保有する出入国審査，在留審査，退去強制，難民認定等

の各手続のために使用する外国人出入国情報システムである旨の諮

問庁の説明を覆すに足りる事情はない。 

そして，上記の表示された画面には，当該システムに入力されて

いる外国人の出入国に関する各種情報の外，当該システムの構成や

設計と密接に関連するものである旨の諮問庁の説明についても，こ

れを覆すに足りる事情はない。 

そうすると，当該不開示部分を開示すると，当該システムに潜む

脆弱性を含む設計が推認され，当該システムへの不法な侵入及び破

壊などの攻撃を誘発し，当局の情報管理に係る安全性が損なわれる

旨の諮問庁の説明は，首肯せざるを得ないから，当局の事務の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。 

したがって，当該不開示部分は，法１４条７号柱書きに該当し，

不開示としたことは妥当である。 
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３ 審査請求人のその他の主張について 

  審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，その一部を法１４条２

号，６号及び７号柱書きに該当するとして不開示とした決定については，

審査請求人が開示すべきとしている部分は，同条６号及び７号柱書きに該

当すると認められるので，不開示としたことは妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 
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別紙（不開示部分ごとの不開示理由） 

枚目 不開示とする部分 不開示とする内

容の要旨 

法１４条の適

用号 

１ 「仮放免許可理由」欄 当局の着眼点等 ７号柱書き 

「備考」欄 

「決裁」欄の「可否」に係る部分 当局職員の意見 

 

６号及び７号

柱書き 

 

「決裁」欄の「意見 条件 保証

金 その他」に係る部分 

「決裁」欄における「統括」欄の

一部 

「起案日現在の状況」欄 当局の着眼点等 ７号柱書き 

欄外の一部 当局職員の意見 ６号及び７号

柱書き 

担当官の印影 審査請求人以外

の個人情報 

２号 

２ 標題の一部 当局職員の意見 ６号及び７号

柱書き 

本文１行目から３行目の１６文字

目まで 

当局の着眼点等 ７号柱書き 

本文３行目の１７文字目から４行

目の２文字目まで 

当局職員の意見 ６号及び７号

柱書き 

添付物３の一部 当局の着眼点等 ７号柱書き 

３ 上席及び担当官の印影 審査請求人以外

の個人情報 

２号 

「決裁」欄の右側欄外 当局職員の意見 ６号及び７号

柱書き 

「受信係官」欄の担当官の氏名 審査請求人以外

の個人情報 

２号 

「要旨」欄の４行目の一部 当局職員の意見 ６号及び７号

柱書き 

４ 上席及び担当官の印影 審査請求人以外

の個人情報 

２号 

「発信係官」欄の担当官の姓及び

印影 

「受信者」欄 当局の着眼点等 ７号柱書き 

「受信係官」欄 審査請求人以外

の個人情報及び

２号及び７号

柱書き 
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当局の着眼点等 

「受発信日時」欄の一部 当局の着眼点等 

 

７号柱書き 

 「件名」欄の一部 

「要旨」欄の１行目から１６行目

まで 

「備考」欄 

５ 上席及び担当官の印影 審査請求人以外

の個人情報 

２号 

「発信係官」欄の担当官の姓及び

印影 

「受信者」欄 当局の着眼点等 ７号柱書き 

「受信係官」欄 審査請求人以外

の個人情報及び

当局の着眼点等 

２号及び７号

柱書き 

「受発信日時」欄の一部 当局の着眼点等 

 

７号柱書き 

 「件名」欄の一部 

「要旨」欄 

「備考」欄 

６ 上席及び担当官の印影 審査請求人以外

の個人情報 

 

２号 

 「発信係官」欄の担当官の姓及び

印影 

「受信者」欄 当局の着眼点等 ７号柱書き 

「受信係官」欄 審査請求人以外

の個人情報及び

当局の着眼点等 

２号及び７号

柱書き 

「受発信日時」欄の一部 当局の着眼点等 

 

７号柱書き 

 「件名」欄の一部 

「要旨」欄の１行目から１７行目

まで 

「備考」欄 

７ 担当官の印影 審査請求人以外

の個人情報 

２号 

照会先の一部 当局の着眼点等 

 

７号柱書き 

 「照会事項」欄の１行目から１１

行目まで 

８ 「照会事項」欄の１行目から４行 同上 同上 
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目まで 

担当官の姓 審査請求人以外

の個人情報 

２号 

当局の電話番号及び内線番号 国の機関が行う

事務に関する情

報 

７号柱書き 

９ 文書番号の一部 当局の着眼点等 

 

同上 

 発出元及び印影 

本文の２行目から６行目の１３文

字目まで 

本文の８行目から２６行目まで 

１０ 本文の１行目から１２行目まで 同上 同上 

本文右下（１行目から４行目ま

で） 

１１ 上席及び担当官の印影 審査請求人以外

の個人情報 

 

２号 

 「発信係官」欄の担当官の姓及び

印影 

「受信者」欄 当局の着眼点等 ７号柱書き 

「受信係官」欄 審査請求人以外

の個人情報及び

当局の着眼点等 

２号及び７号

柱書き 

「受発信日時」欄の一部 当局の着眼点等 

 

７号柱書き 

 「件名」欄の一部 

「要旨」欄 

「備考」欄 

１２ 「要旨」欄の１行目 同上 同上 

１３ 「居住地」欄中の一部 同上 

 

 

 

同上 

 「仮放免理由」欄 

「難民認定」欄の下部 

「事案概要」欄の一部 

１４ 上席及び担当官の印影 審査請求人以外

の個人情報 

２号 

「仮放免の理由」欄 当局の着眼点等 

 

７号柱書き 

 「前回出頭日からの事情変更内

容」欄 
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「帰国の見込み」欄 

「帰国の見込み」欄の下部の一部 

１５ 担当官の印影 審査請求人以外

の個人情報 

 

 

２号 

 

 

次用紙本文の９行目の一部 

次用紙本文の１０行目の一部 

次用紙本文の１１行目の一部 

次用紙本文の１３行目の一部 

次用紙本文の１４行目の一部 

次用紙本文の１５行目 当局の着眼点等 ７号柱書き 

１６ 上席及び担当官の印影 審査請求人以外

の個人情報 

２号 

「仮放免の理由」欄 当局の着眼点等 

 

７号柱書き 

 「前回出頭日からの事情変更内

容」欄 

「空欄（帰国の見込み）」欄 

「空欄（帰国の見込み）」欄の下

部 

１７ 上席及び担当官の印影 審査請求人以外

の個人情報 

２号 

「仮放免の理由」欄 当局の着眼点等 

 

７号柱書き 

 「前回出頭日からの事情変更内

容」欄 

「面接要旨・特異動向発言等」欄

の２行目の一部 

「面接要旨・特異動向発言等」欄

の４行目の一部 

「帰国の見込み」欄 

「帰国の見込み」欄の下部 

１８～ 

２２ 

全て 当局システムに

係る情報 

７号柱書き 

２４～ 

２５ 

担当官の氏名及び印影 審査請求人以外

の個人情報 

２号 

 

 

 


